
水道事業経営戦略（概要版） 
平成31年度～平成40年度 中空知広域水道企業団 

（平成31年２月 一部改訂） 

 

○ 全国的に給水人口の減少による料金収入の不足などによる施設の更新や耐震化の遅れの懸念に伴

い、厚生労働省ではアセットマネジメント（資産管理）の実践を促進 

○ 本企業団においても、100年間の資産把握と40年間の財政収支見通しに基づき、平成29年６月、

中空知広域水道企業団アセットマネジメントを作成 

○ 作成したアセットマネジメントを基礎資料として、今後更新需要のピークを迎えていく経年化・

老朽化資産に係る適切かつ計画的な更新方策を講じるととともに、人口減少等に伴う料金収入の

減少など、厳しい経営環境に対応していくため、総務省が策定を要請する中長期的な経営の基本

計画として水道事業経営戦略を策定 

○ 経営戦略の計画期間：平成31年度から平成40年度まで（10年間） 

 

 

【沿革】・昭和58年４月設立後、滝川市・砂川市・歌志内市の３市の用水供給事業として昭和59年

３月に経営認可 

    ・平成18年４月に奈井江町を加えた３市１町の水道事業を承継し、末端給水を開始 

【近年10年間の状況】・給水人口、年間使用水量ともに減少傾向 

          ・平成28年度実績：給水人口66,542人、年間使用水量6,092千㎥ 

    

【有形固定資産】約339億円（平成28年度末。含償却済分） 

○ 構造物及び設備の状況（有形固定資産全体の約４割） 

  昭和60年着工、平成２年竣工の浄水場施設建設関連に係

る費用が突出し、今後、更新ピークを迎えることにより改

修等に多額の費用が必要 

 

○ 管路の状況（有形固定資産全体の約６割。総延長835.2㎞（平成28年度末）） 

  統合前整備管路も含め、布設後40年を経過する経年管が

今後増加。法定耐用年数のピークを迎えるため、平成40年

度までに法定耐用年数を超過する管路は約47％ 

 

給水開始年月日 平成18年4月1日

計画給水人口 75,216人

現在給水人口 66,542人

給水普及率 98.88%

計画１日最大給水量 28,530㎥

１日平均給水量 19,933㎥

１人１日平均給水量 300ℓ/人/日

年間配水量 7,276千㎥

H19 74,982人 6,814千㎥ 1,676百万円

H20 73,458人 6,645千㎥ 1,521百万円

H21 72,784人 6,585千㎥ 1,493百万円

H22 72,052人 6,637千㎥ 1,507百万円

H23 71,122人 6,487千㎥ 1,473百万円

H24 69,966人 6,425千㎥ 1,459百万円

H25 69,193人 6,318千㎥ 1,439百万円
H26 68,124人 6,233千㎥ 1,417百万円
H27 67,292人 6,154千㎥ 1,399百万円
H28 66,542人 6,092千㎥ 1,385百万円

年間使用水量 水道料金収入年度 給水人口

１ はじめに 

２ 水道事業の現状と課題 



 

（１）行政人口・有収水量（使用水量）・給水収益（水道料金収入）の推移と見通し 

  近年10年間は、行政人口、年間使用水量ともに減少しており今後もその傾向が続くと推測 

 

（２）老朽化施設の更新・耐震化 

 ・アセットマネジメントによる長期試算の結果、現有有形固定資産を法定耐用年数で更新した場

合、更新費用は100年間で1,324億円程度必要な見込み（年平均13億円以上の工事請負費が要） 

 ・平成40年度末の現金残高は86億円以上のマイナス 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（１）投資計画 

 ○ 資産の更新に係る独自の更新基準の設定 

  ダウンサイジングやスペックダウン、長寿命化を踏まえた資産の更新を行うべく独自の更新基

準を設定 

 

 ○ 資産の更新に係る費用の平均化 

  更新のピーク期に費用が偏らないよう、費用を平均化 

           

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 将来の需要予測 

４ 投資・財政計画 

アセットマネジメントによる100年間の更新需要

※これらの措置を講じても平成 40 年度の現金残高は９億円以上のマイナス 



（２）財政計画 

 必要な現金残高の確保 

  水道事業を円滑に運営するために必要な現金残高として12億円が必要 

  【内訳】①流動負債（１年間で償還する負債）に対する支払能力の確保 ８億円 

      ②想定外の収支不足に対応する利益積立金 ２億円 

      ③耐震化工事に伴う現金支出及び企業債元利償還金に対応する資金の確保 ２億円 

  

 収入の増加による財源確保 

 ○ 企業債の借入れを将来への負担が過大とならない程度に引上げ 

  （建設改良費の約40％から60％に引き上げて負担を抑制） 

 ○ 国庫補助金や交付金など、有利な財源措置のある制度の積極的活用 

 ○ 不用となった公共用地や貯蔵品の売却等の実施のほか、収入を得るための手段を積極的に検討 

  

 支出の抑制による財源確保 

 ○ 経常経費（減価償却費などの非現金支出分を除く。）５％削減のため、次のとおり取り組む。 

  ・水道検針の隔月化による検針委託料の削減 

  ・消耗品などの一般事務費の削減 

  ・休止世帯のメーター更新を行わないことによる量水器費の削減 

  ・定期的な補修及び修繕を実施することによる設備等の長寿命化 

  ・その他、多岐にわたる項目で事務事業の削減 

              

          

 

       

 

（１）水道料金収入の見直しの必要性 

 ・「投資計画」による独自の更新基準による資産の延命化・長寿命化及び「財政計画」による収

益の確保・支出の抑制を講じてもなお収支不足が生じ、安定した水道事業を行うことは困難 

 ・安定した事業運営を行うため、将来を見据え、財源を水道料金に求め、早期に料金改正が必要 

  

（２）水道料金の改定 

 ・計画期間内における水道料金収入 平均約12億5,000万円程度 

 ・計画期間内の９年間で水道料金改定分の増額を見込むと年平均約7,000万円以上の増額が必要 

 ・これにより約６％の水道料金の引上げが必要 

 

【改定時期】今後策定する予定の他の計画との整合性を踏まえ、平成32年度当初から改定 

  

  

 

  このことにより、施設・管路の更新を計画的に実行し、安定的に水道事業を継続することが可

能に。しかしながら、次期計画以降における長期的な財政収支は極めて厳しい状況 

 

５ 料金の検討 

※これらの取組の成果として平成 40 年度の現金残高は約６億円を確保できるもの
の、必要な現金残高は約６億円不足 

※平成 32 年度の６％の引上げにより、必要最低限な現金残高である 12億円を確保 



平成32年度に６％水道料金を引き上げた場合の収支予測             【単位：千円】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本企業団の最上位の計画である新水道事業ビジョン(仮称)を平成31年以降の計画として更新する

にあたり、本経営戦略は新水道事業ビジョン(仮称)の財政的な裏付けとなる位置付けであり、相

互に反映 

○ 収支の状況や施設等の更新の進捗管理を的確に行っていくため、おおむね５年を目途に検証を行

い、実態と著しくかい離している場合は、適宜修正更新 

○ 経営戦略更新の場合は、ホームページ等を通じて住民に公表 

 

６ 今後の取組及び事後検証 


